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 本年３月に開催された国民経済計算体系的整備部会において、「主要国の推計
手法のリサーチ」及び「『基礎統計のカバー率』の試算」をご報告するとともに、今
後の検討の方向性についてご議論いただいた。

 その際、需要側統計等の３か月目の利用を取りやめるケースについて、「早期化
できるのが１-２日程度というのはメリットが小さく、さらに早めるためにはどのよう
な基礎統計を早期化する必要があるか」、「（３か月目の利用を取りやめる項目につ

いて）改定幅がどの程度大きくなるか」を示す必要とのご指摘。

これまでの経緯及びご報告内容について

 これを踏まえ、本日は、
（１） １次QEの早期化のために、早期入手が必要な基礎統計及びその場合の

早期化日数の考え方
（２） 外需の３か月目補外方法の検討及び試算結果

のご報告を行う。

経緯

本日のご報告内容

実施時期担当府省具 体 的 な 措 置 、方 策 等

令和５年度（2023年度）から
実施し、令和７年度（2025年
度）から作業を本格化する。

内閣府１次ＱＥの公表前倒しの可能性について、海外の推計手法、基礎統計等
の公表時期や早期化の可能性、推計精度への影響、次期基準改定に向
けた推計方法の見直しに係る検討状況等を踏まえ、研究を進める。

[参考] 第Ⅳ期公的統計基本計画（令和５年３月閣議決定）
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 現在の１次QEの公表日は、「①鉱工業指数（以下「IIP」）（速報）（３か月目）又
は②貿易統計（輸出確報）（３か月目）の公表日のうち遅い方の日から10営業
日後まで」と設定。

 近年、QEの供給側推計に利用する基礎統計は、

 四半期終了の翌月最終営業日に、IIP（速報）（３か月目）、商業動態統計
（以下「商動」）（速報）（３か月目）、サービス産業動向調査（以下「サビ動」）
（速報）（２か月目）が公表 （現状、供給側の推計はこれらがアンカー）

 また、その前日に貿易統計（輸出確報）（３か月目）が、その数日前に企業
向けサービス価格指数（以下「SPPI」）（速報）（３か月目）が公表されている。

※ これらの統計は、基本的に、当日8:50に公表

 これらの基礎統計の入手可能日が早期化すると、それに伴って１次QEにおけ
る供給側推計の早期着手が可能となる。（※需要側推計等については後述）

（１）１次QEの公表と基礎統計の公表日について

具体的には、

 IIP、商動の入手が早期化でき、またIIPと商動と同日に貿易統計が、その前日
にSPPI及びサビ動が入手できる場合は、IIP及び商動の入手日の早期化分、
１次QEにおける供給側推計の早期着手が可能となる。

【イメージは次頁を参照】
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（１）１次QEの公表と基礎統計の公表日について（イメージ図）
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 IIPや商動等の入手日が早まり、かつ、国際収支統計（以下、「BOP」）の３か
月目及び家計調査等の利用を取りやめる場合には、IIPや商動等の入手早
期化の日数と、BOPの３か月目及び家計調査等の利用取りやめを受けた内
閣府の推計作業の効率化により短縮できる日数の合計日数分、１次QEの公
表日を早期化できることが見込まれる（注）。

 ただし、BOPの３か月目及び家計調査等の利用を続ける場合には、それらが
１次QE公表日のアンカーとなる。

（注）なお、2022年10-12月期１次QEから行っている、一部サービス関連について業界統計等を利用した３か月
目の補外については、多くのサービス品目（含：飲食、宿泊）で、業界統計等の利用ができなくなるなど、他
に利用ができなくなる基礎統計も存在。また、早期化の日数幅次第では、毎月勤労統計（３か月目速報）も
利用できなくなり１次QEと同タイミングでの雇用者報酬の公表は困難となる可能性がある。

BOP
家計調査等

1次QE
公表

早期化



（１）１次QEの公表と基礎統計の公表日について（まとめ）
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 以上の内容を踏まえると、今後の検討の方向性として、以下の案が考えられる。

（案１） BOPの３か月目を利用し続ける場合

（案１ー１） QEにおいて、現行と同様に家計調査等を利用し続ける場合

→BOP及び家計調査等の入手が早期化できた日数（いずれか短い方の日数）、
１次QEの公表日の早期化が可能。

（案１－２） QEにおいて、家計調査等の利用を原則取りやめる場合

→BOPの入手が早期化できた日数、１次QEの公表日の早期化が可能。

（案２） BOPの３か月目を利用しない場合
（かつ、QEにおいて、家計調査等の利用を原則取りやめる場合）

→主に月末公表の供給側の基礎統計を早期入手できると、入手が早期化できた日数
と、BOPの３か月目及び家計調査等の利用取りやめを受けた内閣府の推計作業の
効率化により短縮できる日数の合計日数分、１次QEの公表日の早期化が可能。

ただし、案２の場合、１次QEから２次QEにかけて、外需の改定や、１次QEでの
補外で業界統計を使用できなくなること等による改定が生じることになる
【外需の改定幅の試算結果は次頁を参照】。

※また、早期化の日数幅次第では、毎月勤労統計（３か月目速報）も利用できなくなり1次QEと

同タイミングでの雇用者報酬の公表は困難となる可能性がある。

※ 案１・案２のいずれも、関係する基礎統計の所管省庁等においても検討いただく必要がある。

（＊）早期化の日数幅次第で、供給側基礎統計の早期化も必要

（＊）早期化の日数幅次第で、供給側基礎統計の早期化も必要
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 外需について、１次QE時点で３か月目値を補外推計する場合の試算を実施。

試算方法 財貨 ３か月目値を、貿易統計の輸出入（金額）の前年同期比により補外
サービス 方法① ： ３か月目値として、月次ARIMAモデルによる予測値を利用

（ARIMAモデルの対象期間は2000年１月以降）

方法② ： ３か月目値を、１か月目及び２か月目の前年同期比により補外

 財貨・サービスの純輸出でみると、絶対値平均で1,200億円（GDPへの寄与度で

0.10％pt）程度、最大で4,600億円（GDPへの寄与度で0.37％pt）程度の改定が見込ま
れる。特に、補外に利用可能な情報がないサービスでは改定が大きくなる傾向
（輸出、輸入ともに、サービスは財貨の1/3程度の規模にも関わらず、改定幅は財貨と同程度）。

（参考１） 現行推計における、１次QEから２次QEへの平均改定幅（絶対値、2010Q2～2023Q4、実質）

GDP成長率：0.19％pt、民間企業設備(寄与度)：0.14％pt、民間在庫変動（寄与度）：0.13％pt

（参考２）米国の2023年各四半期における１次速報から２次速報へのGDP成長率の改定に対する
純輸出の寄与度（絶対値平均）は、0.02％pt。

（２）外需：３か月目補外方法の検討及び試算結果

（注１）寄与度は、年率換算して
500兆円で除すことにより
簡易的に計算。

試算期間：
2016年Q1～

2023年Q4

試算結果 ※括弧内はGDP成長率に対する寄与度の概算値
現行１次QEから２次QEへの改定幅

（絶対値、名目原系列ベース） 最大改定幅平均改定幅
3,134億円（0.25％pt）927億円（0.07％pt）

改定
無し

輸出財貨
輸出：100兆円
輸入：107兆円
（2023暦年）

2,595億円（0.21％pt）971億円（0.08％pt）輸入

2,944億円（0.24％pt）1,007億円（0.08％pt）純輸出

5,861億円（0.47％pt）877億円（0.07％pt）輸出サービス
輸出：29兆円
輸入：31兆円
（2023暦年）

2,272億円（0.18％pt）816億円（0.07％pt）輸入

3,899億円（0.31％pt）947億円（0.08％pt）純輸出

4,586億円（0.37％pt）1,245億円（0.10％pt）純輸出財貨・サービス

（注2）表中のサービスについては、
上述の「方法①」による試算
結果を示している。

「方法②」の場合、財貨・サ
ービスの純輸出の改定幅
（GDPへの寄与度）の平均
は0.13％pt、最大は0.72％pt。
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（２）外需：３か月目補外方法の検討及び試算結果
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文献調査、各国推計担当者への問合せ等を行い、主要4か国（英、米、独、
仏）の推計手法を調査した。結果の概略は以下のとおり。

（概略）
 すべての国で、第1次速報は四半期終了から＋30～40日程度で公表

（英国は、2018年に+25日から+40日に遅延化、ドイツは2020年から+45日から
+30日に早期化）

 いずれの国も、推計の主要部分である製造業、サービス業や流通業に関
する情報は、概ね推計に利用可能。（速報値が公表済又は公表前の暫定集
計値の事前提供を受けるなど）

 基礎統計が欠落している部分については、ARIMAモデルなどの時系列モ
デル等で補外していることが多い。ほとんどの国で、時系列モデル等のト
レンド推計による部分は多くても3割程度（基礎統計等によるカバー率は7割程

度）。
 第２次速報における改定幅は、概ね0.1～0.2％であり、ドイツなどコロナ期

に拡大している国もある（注１）。一方でフランスは多くの期でGDPトータルで
は改定がない。

（注１）ドイツは新型コロナウイルス感染拡大が始まったのと同時期の2020年Q2から+30日に早期化しており、
改定幅の拡大は双方の影響があるとみられる。

（注２）日本については、2010年4-6月期から2023年7-9月期までの各四半期における実質GDP季節調整済み
前期比の１次速報から２次速報への改定幅は絶対値平均で0.19％ポイントとなっている。

主要国の推計方法の概略
第36回国民経済計算体系的整備部会 資料２（再掲）



項目
名目GDPに
占めるｳｪｲﾄ
（2022暦年）

Ａ：現行 Ｂ：ｔ＋30
Ｃ：主要供給
側統計利用

民間最終消費支出 56% 85% 61% 80%

民間住宅 4% 92% 59% 92%

民間企業設備 17% 59% 47% 59%

民間在庫変動 - 50% 0% 50%

政府最終消費支出 22% - - -

公的固定資本形成 5% 67% 33% 67%

輸出 22% 100% 67% 67%

輸入 25% 100% 67% 67%

8

1次QEにおける基礎統計のカバー率

 民間最終消費支出のうち家計最終消費支出及び民間企業設備は、並行推計項目と共通推計
項目のそれぞれのカバー率を計算し、2022暦年の支出額のウェイトで統合した。

 民間住宅は、内訳項目（住宅建設、不動産仲介手数料、リフォーム・リニューアル工事）ごとの
カバー率を計算し、2022暦年の支出額のウェイトで統合した。

 民間在庫変動は、原材料在庫、仕掛品在庫、製品在庫、流通品在庫の4形態のうち基礎統計
が利用できる形態の割合を計算した。

 公的固定資本形成、輸出入は、主となる基礎統計の利用可能性を基に計算した。

第36回国民経済計算体系的整備部会 資料２（再掲）
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カバー率の計算結果から、基礎統計の利用先を大きく、

① 供給側推計（製品在庫、流通品在庫を含む）

② （民間最終消費支出、民間企業設備の）需要側推計

③ それ以外（外需など）

に分けると、①供給側推計の基礎統計の3か月目（速報値）が利用できなくな
る場合でカバー率が大きく低下する傾向。このことを踏まえ、①供給側推計の
基礎統計の3か月目は利用しつつ、それ以降に公表される統計を利用しない
場合のカバー率（前頁C）を試算。

 現行より大きくカバー率が低下するのは、民間最終消費支出及び輸出入

 Cであれば今よりも1-2営業日程度、公表を早めることが可能と考えられる

今後の研究の方向性（案）

①の供給側推計の基礎統計より遅く公表される統計について、時系列予測な
どによる補外方法又は利用を取りやめることの検討を行うこととしてはどうか。

今後の研究の方向性（案）

結果の分析及び追加の計算

第36回国民経済計算体系的整備部会 資料２（再掲）
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（参考）国内家計最終消費支出のうち並行推計項目について

国内家計最終消費支出のうち、需要側推計値と供給側推計値を統合して算出している「並行推計項目」
について、過去10年程度でみると、家計消費への配分比率の変動が大きかったコロナ禍を除き、需要側
推計値と供給側推計値の統合値よりも、供給側推計値のほうが、年次推計値に近い傾向にある。

うち供給側
（※１）

うち需要側
（※１）

QE推計値
（需要側と供給側の統合値）

（※１）

暦年

▲0.3▲1.7▲1.12011
0.40.20.32012
2.64.23.42013
1.6▲0.80.32014
0.7▲1.3▲0.42015

▲1.8▲0.0▲0.92016
2.00.41.52017
2.11.21.82018

▲0.42.70.32019
▲7.1▲3.8▲6.22020
3.7▲0.12.72021

【年次推計への改定幅（絶対値平均）】

0.91%pt（1.63%pt）0.96%pt2011～2021

0.60%pt（1.62%pt）0.84%pt2011～2019
（コロナ前）

（※１）年次推計を反映する直前の（当時の）７－９月期１次ＱＥにおける推計値。なお、需要側統合比率は、2016年以前は0.5271、2017年及び2018年は
0.3139、2019年は0.2385、2020年及び2021年は0.2622。

（※２）2023年７－９月期２次ＱＥにおける推計値。「経済構造実態調査」（2019年以前は「工業統計」）を反映している2021暦年までについて比較。

（前年比、％）

年次推計値
（※２）

▲0.9
0.4
4.9
2.5
0.2

▲1.6
2.2
2.2

▲1.0
▲3.3
2.8

（前年比、％）

*「需要側と供給側の統合値」
と「供給側」とを比較し、
年次推計値により近い方を
黄色塗りで示している。

第36回国民経済計算体系的整備部会 資料２（再掲）

国内家計最終消費支出のうち並行推計項目の推計値（名目）


